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はじめに
本稿は日本初の大学アーカイブズとして1963年に設置された東北大学記念資料室が、2000年
東北大学史料館として改組される過程を明らかにするものである。東北大学記念資料室から東
北大学史料館への改組の要因については、桑尾光太郎氏・谷本宗生氏が、この東北大学におけ
る動きを、京都大学や名古屋大学、広島大学、九州大学などの事例と合わせて「大学アーカイ
ヴズの設置と充実にとって、情報公開法の施行は大きな契機となった1）」と、2001年 4 月に行
われた情報公開法施行とその対応の中に位置づけている。また菅真城氏も情報公開法によって
「保存期間が満了した行政文書（国立大学法人化後は法人文書）の受け入れ機関として大学アー
カイブズが位置づけられるようになったのである。2000年には京都大学大学文書館が新設され、
東北大学記念資料室は史料館に改組された」と整理している2）。これらの先行研究は、東北大学
における大学アーカイブズ改組の動きを情報公開法の反映という文脈で説明したものといって
よい。
日本における国立大学アーカイブズの歴史的展開を考察する上で、これらの先行研究が指摘
する情報公開法の画期性は十分に踏まえる必要があるが、一方、加藤諭が明らかにしているよ
うに、東京大学のように情報公開法に対応した大学アーカイブズへの体制移行が行われなかっ
た事例も存在しており3）、大学アーカイブズの改組を情報公開法の影響のみに収斂させること
は、20世紀後半の大学アーカイブズの展開過程の多義性を捉える視座を狭めてしまう事にもつ
ながりかねない。2000年前後の情報公開法の機運を一部の国立大学がなにゆえ、大学アーカイ
ブズの設置・拡充に結び付けることができたのか、その要因の解明こそが、大学アーカイブズ
史上の課題といえよう。
この点、東北大学史料館への改組について、永田英明氏が公文書移管の制度整備に加えて、
東北大学の百年史編纂事業による契機の二面性があったことを指摘していること4）、また『東北
大学百年史』が1998年に評議会のもとに置かれた「東北大学の在り方に関する検討委員会」に
おける検討を契機に提起され、実現に至ったとしていることは示唆的である5）。これらは東北大
学史料館への改組については、情報公開法に基づくものだけではなく、大学内における他事業
や将来構想との関係を含めた分析が必要であることを意味している。
本稿では、以上の先行研究と問題関心を踏まえ、東北大学記念資料室内における資料収集や
施設整備方針などの議論、学内全体・他部局の動向の影響、国の法整備の各要素に着目しなが
ら、東北大学史料館への改組過程の分析を試みる。時期設定としては、「館」名称への改組根拠
の前提となる、東北大学記念資料室の旧附属図書館建物への移転（1986年度）以降、2000年度
の東北大学史料館への改組までを取り上げることとし、東北大学史料館所蔵の記念資料室運営
委員会、同専門委員会の一次史料を通じて、改組に係る展開過程を実証的に明らかにしたい。

東北大学における大学アーカイブズの改組
－記念資料室から史料館へ－
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1 、1980年代後半における教官データベース作成計画と学術史の情報集約構想
記念資料室の改組の前提となる議論として、まずは1980年代半ば以降の 2 つの記念資料室の
運営整備案についてみていきたい。 1 つは「東北大学停年退職教官の学術業績及び現職教官の
研究テーマ・授業題目に関するデータベースの作成について」（以下、教官データベース作成計
画）である。
1980年代半ば、東北大学記念資料室は運営の画期を迎えていた。1986年10月片平キャンパス
の旧附属図書館が記念資料室新館として改修され、川内キャンパス附属図書館内の 1 室に置か
れていた記念資料室が移転することとなったのである。加えて1987年 3 月には記念資料室発足
以来、副室長として記念資料室の運営に主導的な役割を担ってきた原田隆吉教授が定年退官し、
図書館業務と兼務していた新田孝子、坪井一助手 2 名も交代、記念資料室専任助手として新任
の樋口知志・山谷幸司 2 名が配置されるなど、当時の記念資料室は大きなスタッフ交代と新館
移転がほぼ同時期に行われていたのである。
1980年代半ばまで記念資料室の運営体制としては、学長を委員長とし、部局長を委員とする
運営委員会が置かれていたが6）、記念資料室の古参教官の不在と、附属図書館から物理的に分離
した新たな記念資料室の方針策定という課題に対処するため、1987年度から運営員会の下に専
門委員会が置かれることとなる。この専門委員会は記念資料室長（図書館長兼務）を委員長に、
文系学部から 2 名、理系学部から 2 名、附置研究所から 1 名を委員とし、運営に関わる実質的
な議論を行っていくことになっていた7）。

1987年 6 月に開催された第 1 回記念資料室運営委員会専門委員会では、記念資料室の当面す
る諸問題として①資料収集の基本方針、収蔵資料の保存方針、②収蔵資料の整理作業、③資料
室と旧制二高同窓会との関わり、④記念資料室本館内に設置された貴賓室の使用の 4 点があげ
られている8）。
当面する諸問題としてあげられた 4 点のうち、②～④までの 3 点については1988年までに、

図 1、東北大学記念資料室運営体制（1987年～2000年）

記念資料室運営員会

委員長：学長（総長）→1998年度以降副総長
委員：記念資料室長（図書館長）、部局長級、事務局長、学生部長
幹事：事務局部長級、附属図書館事務部長

記念資料室運営員会専門委員会

委員長：記念資料室長（図書館長兼務）
委員：文系学部 2名、理系学部 2名、附置研究所 1名
列席：附属図書館事務部長、議事に関係する図書館職員（年次により変化）
　　　記念資料室助手、同専門員

記念資料室

出典：�『記念資料室運営委員会合同専門委員会議事要録　S63年末～H ４』、『東北大学記念資料室運営委員会専門委員会書類』東北
大学史料館所蔵
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それぞれ②については、記念資料室叢書（目録）の刊行と「資料の整理基準（案）」の提示、③
については、包摂校同窓会から展示会開催等の要望があった場合、誠意をもって希望に添うよ
うにすること、④については、原則として学長及び東北大学の来賓者の応接室として使用する
など順次結論を出していくことになる9）。一方で、記念資料室の運営方針に最も影響を与える可
能性があった議論が①であった。
1987年 6 月の専門委員会では、「今後の資料収集は東北大学100年史編纂に関わる収集とな
る10）」とされ、1988年 3 月に開催された記念資料室運営委員会でも、将来計画として東北大学
百年史編纂に向け関係資料収集基準の作成、ならびに保管設備の年次計画整備があげられるよ
うになる。1980年代後半の記念資料室の資料の収集・保存方針については百年史編纂を見越し
た位置づけが模索されていたのである。また1988年 3 月の運営員会では、これに加えて、「退職
教官の学術研究業績及び現職教官の研究テーマ・授業題目等公刊された資料に基づいて教官の
プロフィールに関するデータベース作成を計画している11）」ことが報告されており、教官デー
タベース作成計画案が委員会レベルで話し合われた初発となった。同年 7 月の専門委員会の席
上、塚本哲人委員長は、教官データベース作成計画について、「停年退職教官の学術研究業績に
関しては、昭和39年度から「停年退職教官著作等目録」として、記念資料室において作成し保
存しているが、さらに関係部局の協力を得て、本学学術史に関する基礎資料の形成を図りたい
と考えている。また、東北大学百年史編纂時の資料としても準備したい12）」と目的等その概略
の説明を行っているように、教官データベース作成計画は、学術史に関する基礎資料形成、お
よび百年史編纂準備の両面に係る事業として企図されたものであった。また専門委員会に列席
していた附属図書館調査研究室の石垣久四郎研究員から、データベース・ファイル構成、シス
テム設定について説明があり、データベース公開自体は技術的には可能であることが報告され
ているように、このデータベース計画は附属図書館や全学的な情報処理システムとの関係の中
で提起されたものであったと思われる。
東北大学では、全学委員会である情報科学委員会によって1986年に「東北大学における総合
情報ネットワークシステムの構想―計算機群の有機的活用―＝TAINS ＝」報告書がとりまと
められ、1988年 4 月より、自営方式でキャンパス間を光ファイバーで結ぶ東北大学総合情報ネッ
トワークシステム（TAINS）の運用を開始していた。附属図書館でも1986年度に文部省から図
書館業務電算化経費の予算措置がなされたことを機に、学術情報センター（後の国立情報学研究
所）が構築を進めていた目録所在情報システムとTAINS に対応可能な仕様のもとで、1987年
に東北大学附属図書館情報処理ネットワークシステム（T-LINES）の第一次システムを導入・
稼働させるなど、図書館業務の電算化を進めていた時期であった13）。
1988年 7 月の記念資料室運営委員会専門委員会では塚本委員長から「本年 3 月14日の記念資
料室運営委員会において、記念資料室の運営状況について説明を行った際に、概算要求書の提
出を目前に控えている時期であったことから、記念資料室の存在価値を PRする意味も含め、
今後の事業計画の一つとして、本学学術史に関する基礎資料の形成に資するため、昭和63年度
から標記データベースを作成する計画について説明し14）」た、と意図が開陳されている。また
記念資料収集の基準についても委員から「今までは制度的なものが中心になっているが、これ
に加えて学内教官・学生の日常的な資料（例えば、研究・教育の諸活動、国際交流関係、サー
クル活動、学寮生活、新旧建物の写真、その時代時代の学内の動向等）の収集、また、可能で
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あれば記念資料室の機能の一つとして、各部局が独自に保有する記念資料のリストの作成等、
記念資料の情報センター的な役割を持たせてはどうか15）」という発言がなされている。この時期、
記念資料室の将来的な方向性として、記念資料室が作成保存してきた、定年退職教官著作目録
を前提として、百年史編纂を視野に入れた学術史資料等の収集を図り、それを全学的なネット
ワークを通じて公開する組織像が描かれていたといえよう。
この教官データベース作成計画は1988年 3 月の記念資料室運営委員会において了承され、
1988年度から 2 か年学内共通経費申請の予算が通ったが、計画を進めていくにあたって公開
の問題は将来的に整備することとし16）、問題を先送りにしたことが後にネックとなっていく。
1989年 1 月の運営委員会において、公開にあたり「データベースの有効性や利点は認められる
が、本人の意向と無関係に、事務的に作成されるのはどうか。本人に確認してもらう等、その
取扱いについては慎重を期するようにしてほしい17）」との意見が出され、プライバシー問題に
対する配慮及び、その方面の専門家を専門委員会に加える事が要請された。
一方専門委員会は1989年 4 月に「記念資料室運営委員会専門委員会報告書」を石田名香雄運
営委員長（学長）に提出、データベース作成に当たっては「各教官が本学の公人として行った
研究業績を対象に、既に公表されている資料に基づき作成し、公開に関しては関係規程を整備
することとしていることから、プライバシーに関して問題が生じることはないものと思われ
る」、「プライバシー問題に限ってその専門家を増員することは、専門委員会としては現段階と
してはその必要性は低いと判断18）」していることが報告され、議論が平行線となっていく。
最終的には1989年 4 月の運営委員会において、公開に関する関係規程が整備されるまでは、
学内・学外においても直接アクセスできないようにするとともに、当面はデータ入力だけに止
めおくこととし、また現職教官の研究テーマ・授業題目に関する事項はデータベース作成要領
からは除くこととなった。この決定後、具体的な公開規程の制定の議論は行われた形跡はみら
れず、事実上の議論の打ち止めを意味していた。また記念資料室側としても実際には使用ソフ
トに習熟したスタッフがおらず、データベース作成の進捗状況は遅れ、1991年までかかること
になり、大規模データ処理に適した機器に関する予算措置もなされなかったことから19）、定例
的な定年退官著作目録の作成のみが行われ、1991年度分以降のデータベース作成事業は以後停
止されることになる20）。このようにして、記念資料室が教官データベース作成計画をもとに、
学術史の情報センター的役割を担う構想は実現しなかったのである。

2 、1990年代における百年史編纂構想の具体化と記念資料室の長期的整備案
2 つ目の記念資料室の運営整備案は1990年代、教官データベース作成計画とは別の文脈から

持ち上がってくることになる。1994年 2 月 8 日に開催された記念資料室運営委員会専門委員会
では、1992年度から着任していた中川学助手より「記念資料室の長期的整備について（案）」（以
下、長期的整備案）が報告された。報告は広範にわたる形での広報活動、資料保存環境・資料
所蔵スペースについて長期的整備が必要であるというもので21）、とりわけ専門委員会では「「資
料の劣化」や「資料所蔵スペースの不足」等への対策については、長期的な課題として問題点
を整理していく」こととした22）。同年 2 月14日に開催された運営委員会において、菊地和聖室
長が「昨年百年史編纂構想委員会が設置され、今後百年史関連の各種資料の受入もあり、資料
収蔵スペースの問題が長期的課題である23）」と発言しているように、この長期的整備案は百年
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史編纂構想との関連の中で持ち上がってきた問題であった。
先の教官データベース作成計画も百年史編纂を見越した事業として企図されたものであった
が、編纂計画自体は1980年代において全くの白紙であった。しかし、2007年の百周年に向けた
事業について、1993年 7 月、全学委員会である記念事業企画委員会が「記念事業企画委員会に
おける検討結果について（報告）」を取りまとめたことで、編纂計画は学内の具体的な検討事項
として俎上にあがることになる。この報告では「創立百周年にあたって、東北大学百年史を編
纂・刊行することが学内の総意であると思われる24）」とされ、編纂の基本方針、編纂組織、百
年史の構成、関係資料の収集などに関する事項を専門的に検討し、草案をつくる編纂構想委員
会を記念事業企画委員会の下に設けることとされていた。この検討結果を受け、同年中に百年
史編纂構想委員会は設置され、以後編纂構想の具体化を担うこととなる。
この報告がまとめられるにあたり、記念資料室は1993年 6 月段階で、百年史編纂事業への関
わり方について以下のような意見を述べている。
「 1 �　本来、東北大学のアーカイブス（文書館・資料館）として機能すべき記念資料室は、百
年史の編纂事業の有無にかかわらず、継続して果たすべき固有の任務をもっている。

  2 �　とくに、定年退職する教官の著作目録の作成や肖像写真の撮影、資料の貸出、展示会へ
の協力、各種の照会に対する回答など、対外的な窓口としての役割があり、百年史の編纂
と直接関係のない業務も多い。

  3 �　また、現在、記念資料室の事務は附属図書館が担当しているが、百年史編纂活動が本格
化した場合の事務量は、到底、図書館の手に負えるものではない。したがって、将来「百
年史編纂委員会」（？）が設置された場合には、記念資料室とは別に、同委員会のもとに
強力な事務機構（「百年史編纂室」？）を置く必要がある。

  4 �　しかし、初期の「百年史構想検討委員会」（？）が活動する当面の期間は、記念資料室
の現体制（助手 1、事務補佐員 1名）に非常勤職員 1名程度を補充して、聴き取り調査や
映像撮影などの資料収集能力を強化する程度で対応できるのではないか。

  5 �　具体的には、上記の非常勤職員の人件費のほか、委員と室員に対して若干の調査旅費を
用意する程度の体制強化を行えば、当面必要な資料収集のほか、構想検討委員会の事務局
をつとめることも可能かと思われる。

  6 �　そして、将来、本格的な百年史編纂室が設置された時点で、記念資料室は本来の業務に
復帰する。25）」

ここでは記念資料室は、大学アーカイブズとして、編纂事業とは別の役割があるとしつつも、
編纂構想段階においては、その準備や事務局的機能を果たす、という考え方が示されている。
1994年以降の長期的整備案はこうした学内における百年史編纂の動きを受けたものであり、「百
年史編纂構想委員会による調査・収集に伴う寄贈資料の増大が予想される現在、今後どのよう
な形で対応してゆくべきか26）」という課題の中で、保存機能の強化を模索するものであった。
百年史編纂構想自体は、その後百年史編纂構想委員会における 2 年の議論を経て1995年 2 月

「『東北大学百年史』編纂構想」がとりまとめられ、百周年記念事業企画委員会に提出・承認、
同年 3月評議会に報告されることとなる。この「『東北大学百年史』編纂構想」では、最終的に、
編纂事業を推進する機関として、編纂室を設けること、また「編纂室は、既設の記念資料室と
密接な関係にあるが、記念資料室には本来の業務があり独自の役割を有するから、記念資料室
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とは別に設置すべきである27）」ことが明記された。また当時の百年史編纂構想委員会の委員長
は、文学部教授の渡邉信夫が務めていたが、渡邉は百年史編纂構想の議論の初発より「本格的
な編纂事業に着手する際には独立した編纂室を設置する必要がある28）」という考えを持ってお
り、百年史編纂室と記念資料室の分離案は渡邉の考えも影響を与えたと思われる。また渡邉は
記念資料室運営員会専門委員会の委員も務めており29）、百年史編纂構想委員会の事務局は記念
資料室が担い、会議も記念資料室本館内貴賓室で行われていた。「『東北大学百年史』編纂構想」
と記念資料室の長期的整備案は、相互に関連した形で検討されていったということがいえよう。
記念資料室の長期的整備案のうち、保存スペースの確保については、1996年 2 月13日記念資
料室運営委員会専門委員会において、記念資料室が置かれた東北大学片平キャンパス近辺に史
料保管庫分室を確保することが議論され、1997年までに旧理学部化学教室棟に新資料保存室を
確保することとなる30）。
一方、この専門委員会でより重要であったのは、長期的整備案に文書館的機能が求められた
ことであった。専門委員会において配布された資料には、「－文書館的機能の付加－本室は、本
学に関する「記念資料」の収集・保存・調査・展示等を主たる業務としているが、各部局にお
ける保存文書・資料の増大と保管スペースの不足などの現状から、文書・資料等の保存に関す
る規定を見直し、「東北大学公文書館」的な役割を併せもつ機関となるような方向性を持つ必要
があるのではないか31）」と今後の方向性が示され、①（公）文書資料の収集・保存・利用の促進、
②収集記念資料の限定、③資料利用環境の整備という 3 つの「柱にしたがって運営を行ってい
く必要があると考えられる」とした。①については「百年史に向けて、文書資料に重点を置い
た事業方針が不可欠」であることがうたわれ、②については具体的には「教官の業績関係資料
は、今後、著作目録の作成・保存のみをおこなう方向」とし、そのため記念資料収集規程の再
検討を提起している。学術研究に関する収集を限定的にし、公文書を軸とする収集・保存・利
用に重点を置くこの長期的整備案は、1980年代の学術史に関する基礎資料形成を目指す方向と
は明確に異なり、記念資料室の収蔵機能に議論が集約されていた初期の長期的整備案からも踏
み込んだ、文書館構想の提案であったといえる。
1996年 2 月13日記念資料室運営委員会専門委員会に議題として出された新たな長期的整備案
は原案通り承認され32）、翌1997年 2 月の記念資料室運営委員会において「百年史編纂事業を契
機とした全学的な文書資料の保存・利用システムの確立、すなわち将来の大学文書館設立に向
けての基盤作りの検討作業を始めることとしたい」とする平成 9 年度事業（案）が承認33）、文
書館構想は記念資料室の公式な長期的整備案として位置づけられることとなった。
こうした文書館構想を伴う新たな長期的整備案は、百年史編纂準備の過程で公文書の収集が
進んだことを背景としていた。1996年 2 月13日の専門委員会で報告された、1995年度事業の実施
状況によれば、1995年 9 月に本部事務局庶務部関係の資料調査が行われ、庶務部入試課、庶務
部広報調査課、庶務部研究協力課から、開学からの教務関係文書などを含む1400点以上の文書
が記念資料室に移管されている34）。また前年度1994年には学生部より学生原簿をはじめとする学
生部関係文書も移管を受けていた。これらは百年史編纂準備のための資料調査の結果、文書の
移管に繋がったものであったが、事務局・学生部からの大量の文書移管を通じて、全学的な文書
資料の収集・保存・利用をシステムとして運用する機運が醸成されていったものと思われる。
1996年 2 月13日の記念資料室運営委員会専門委員会で提起された、記念資料室収集規程の再
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検討については、翌1997年 3 月 4 日に小山貞夫記念資料室長名で専門委員会委員にあてて、改
正案の素案が示された。規程改正素案は、記念資料室設置以降、実態として収集してきた資料
の加筆と、東北大学運営の意思決定に関わる文書として今後移管を望む文書について、従来評
議会及び協議会、教授会のみが明文化されていた条項を、評議会及び学部長会議・研究所長会
議、全学的委員会の記録35）、部局の教授会および付属文書と、明示する範囲を拡大、また学術
史に関わる資料や、文部省や議会関係など東北大学の範囲を超える資料の削除といった、収集
対象資料の文言の全面改正を伴うものであったが、当座は記念資料室長決裁による取扱という
形で、学術的なもの（記念論文集、紀要、研究年報、機関誌）、その他の資料（行政法規集、地
方統計、大学統計、議会議事録）等を収集対象から一時的に外し、次年度の委員会までの暫定
対応することとなった36）。ここに至って、記念資料室に学術史に関する基礎資料形成機能を持

表 1、記念資料室資料収集規程別表比較
現行（1963年 7 月16日制定） 改正案

1　文書
　 a　永久保存文書
　 b　15年以上の保存文書（永久保存文書を除く。）
　 c　評議会及び協議会の記録文書
　 d　教授会の記録文書
　 e　その他の文書

1　文書
　 a　�評議会及び学部長会議・研究所長会議、全学的委員会の

記録及び付属文書など。
　 b　教授会の記録および付属文書など。
　 c　その他の文書。

2　学内刊行の印刷物
　 a　�行政的なもの・・・学内規程集、一覧、便覧、講義題目集、

授業時間表
　 b　学術的なもの・・・記念論文集、紀要、研究年報、機関誌
　 c　歴史書的なもの・・・年史、略史
　 d　目録的なもの・・・蔵書目録、職員録、卒業生名簿
　 e　その他の学内刊行の印刷物

2　学内刊行物
　 a　学内規程集、要覧、便覧、講義時間表など。
　 b　自己評価報告書、外部評価報告書など。
　 c　年史、記念誌など。
　 d　職員録、卒業生名簿など。
　 e　学友会・同窓会・学会・職員組合の刊行物など。
　 f　学内に拠点を置く団体（生協・財団など）の刊行物など。
　 g　その他の学内刊行物。

3　教官著作物
　 a　単行書
　 b　雑誌論文
　 c　その他の教官の著作物

3　教官関係
　 a　著書。
　 b　講義ノート、自筆原稿。
　 c　日記、手帳、手沢本など。
　 d　実験装置、実験記録、発明品など。
　 e　自伝、評伝など。
　 f　その他。

4　記念物品
　 a　校旗、看板、記念メタル、ネームプレート
　 b　実験器具、実験装置、備品
　 c　原稿類・・・講義ノート、手帳、日記、手沢本
　 d　書画類・・・肖像画、肖像、短冊、色紙、条幅、書簡、署名入物品
　 e　坐右具類・・・筆、硯、墨、蔵書印、印章
　 f　その他の記念物品

4　記念品
　 a　モニュメント類、看板、旗、印章など。
　 b　肖像画、肖像、短冊、色紙、条幅、書簡、文房具など。
　 c　その他の記念品。

5　視聴覚資料
　 a　写真
　 b　複製物
　 c　マイクロフィルム、スライド、録画
　 d　音盤
　 e　その他の視聴覚資料

5　視聴覚資料
a　写真・記念アルバムおよびその複製など。
b　マイクロフィルム、スライド、ビデオなど。
c　カセットテープ、レコード、CDなど。
d　その他の視聴覚資料。

6　その他の資料
　 a　行政法規集　文部省、大学関係法規、官報
　 b　全国的地方的一般統計、文部省統計
　 c　大学統計
　 d　議会関係の議事記録
　 e　新聞・書籍の記録
　 f　その他の資料

6　その他の資料
a　本学関係の新聞・雑誌記事など。
b　他大学年史、報告など。
c　資料調査・収集・整理・保存に関する参考資料など。

7　整理研究資料

出典：�「東北大学記念資料室収集規程改正について（依頼）」1997年 3 月 4 日『東北大学記念資料室運営委員会専門委員会書類』東
北大学史料館所蔵
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たせるという1980年代の構想は、収集方針として事実上取りやめとなったといえる。
もっとも、翌1998年 2 月 2 日の記念資料室運営員会専門委員会では「百年史編さん事業及び
東北大学総合学術博物館（仮称）設置とのかかわりもあり、さらに検討を続けることとし、資
料の収集については、当面、平成 9 年 3 月 4 日付文書による室長決裁により運用していく37）」
ということが報告され、規程そのものの抜本的改正は記念資料室期を通じて先延ばしとなった。
一方、1998年 2 月16日開催の記念資料室運営委員会で報告された長期的整備案は、資料の保
存・管理環境の整備に加えて、長期的な事業方針に分けて説明がなされることとなった。ここ
では「学術雑誌・著作物などに関しては一般に附属図書館において体系的に収集されており、
保存や利用環境も記念資料室に比べ格段に整備されている」こと、また「発明品・実験器具等
についても、多くはその性格も分からないまま死蔵されている状態である。学術博物館（仮称）
の建設計画が具体化したことにより、今後はこうした資料の収集が博物館を拠点に行われてい
く可能性も考えられ、記念資料室が体系的な収集を続けていくことは今後も困難な状態にある
38）」と図書館と博物館の収集方針とのすみ分けの必要性が提示されている。
1998年は東北大学に総合学術博物館の設置認可がなされた年にあたり39）、従来からの附属図

書館との関係に加えて、博物資料を取り扱う大学博物館との関係の中で、記念資料室の位置づ
けが規定されていくことになったのである。こうした学内の図書館、博物館の存在に対し、記
念資料室は「現在進行中である「東北大学百年史」の編さん事業の成果も将来記念資料室に移
管される予定となっており、文書を中心としたこれらの歴史的資料の収集・管理については、
百年史編さん事業の成果をどのように継承するかという点も考慮しながら、今後中心的な事業
として組織・環境の整備を行っていくべきである」として、あらゆる東北大学の記念資料たり
得る資料を網羅的に収集するのではなく、文書を中心に据えた組織づくりを目指す事が全面に
押し出されていくことになる。一方でこうした長期的整備案については「今後一定の期間をか
け、検討すべきである」と将来的な検討課題として強い切迫感は示されていない。この状況が
大きく変化することとなったのが、「東北大学の在り方に関する検討委員会」の議論であった。

3 、東北大学の在り方に関する検討委員会と史料館運営体制の見直し
1997年10月町村信孝文部大臣は、21世紀の大学像の提示、大学院制度の改革、学部レベルの
改革、大学の組織運営システムの改革の検討からなる「21世紀の大学像と今後の改革方策につ
いて」を文部大臣の諮問機関である大学審議会に諮問した。これを受け、大学審議会では1998
年10月「21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－」を
答申することとなる40）。この答申は（1）課題探求能力の育成を目指した教育研究の質の向上、
（2）教育研究システム柔構造化による大学の自律性の確保、（3）責任ある意思決定と実行を目
指した組織運営体制の整備、（4）多元的な評価システムの確立による大学の個性化と教育研究
の不断の改善という、 4つの基本理念に沿った、21世紀に向けた大学改革の在り方を提示した。
文部大臣の諮問後、 6 月に中間まとめ、 1 年後に大学審議会答申という流れの中、東北大学
でも答申に対応出来るよう内部的な検討進めていく必要性があることから、1998年 3 月17日の
評議会で「東北大学の在り方に関する検討委員会」設置が承認された。同年 4 月21日の評議会
では、文部大臣の諮問に対応する形で、「東北大学の在り方に関する検討委員会」へ①東北大学
の今後の研究教育の方向性について、②大学院制度の改革について、③学部段階の教育学部機
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能の充実強化等のための改革方策について、④東北大学の組織運営システムの改革について、
からなる 4 つの付託事項を決め、①から③を検討する小委員会と、④を検討する小委員会を設
置する事を決議する。この 2 つの小委員会は、研究教育等改革小委員会、組織運営システム改
革小委員会として整理され、それぞれ検討を進めていくこととなり41）、両小委員会は1999年 1
月までに各計16回開催され、 1月19日評議会において、その検討結果が報告された。
この中で記念資料室に関わる議論が展開されたのが、組織運営システム改革小員会であった。
組織運営システム改革小委員会が取り扱った全学的な組織運営体制の見直しの中には、「評議会
及び部局長会議の外に設けられている各種全学委員会の合理的かつ効率的な運用に向けた再編」
があり、総長（1998年度からは副総長）を委員長とする全学委員会であった記念資料室運営員
会は見直しの対象とされていたためである。
組織運営システム改革小委員会によれば、1999年段階で東北大学には18の全学委員会が設け
られていた。再編案は、全学委員会の担う任務について各委員会の性格を基準に、 2 つの方式
に整理するというものであった。 1 つは当該委員会を廃止し、代わって部局長会議の調整事項
として扱う方式、 2 つめは当該委員会を廃止し、下部の専門委員会等に必要に応じて評議会が
先決権を付与し、総長の責任で執行する方式であった。記念資料室運営委員会は後者の方式 2
に分類されるものとされていた42）。
この報告は1999年 2 月16日の評議会において承認、以後実行に向けた検討を組織運営システ
ム改革小員会第 3 ワーキンググループが担ったが、検討の過程で、全学委員会の中には「合理
的かつ効率的な運用が期待できず、部局長会議の肥大化をもたらすなど種々の問題が生じるこ
とが想定される委員会、また、対外的に本学の責任体制や危機管理体制を明示する意味から存
続が望ましい委員会、更に、副総長を委員長としている全学委員会の中には、総長補佐体制の
一環として有効に機能していると思われる委員会」などがある、ということになった。意見調
整を経て、組織運営システム改革小委員会は 1 年後の2000年 2 月15日の評議会で10の全学委員
会は存続が望ましい、との認識を報告するに至る。
一方、存続とされた全学委員会は全て方式 1 の整理に係る委員会であり、方式 2 の整理に係
る記念資料室運営委員会の取り扱いについては「当該委員会の下の専門委員会構成を見直した
上で、当該委員会を廃止し、専門委員会が総長の委託を受けて、当該任務を執行することが適
当43）」と前年報告が踏襲された。この報告は同年 3 月の評議会で承認されることとなり、記念
資料室運営委員会の廃止は決定的となった。一方報告では、「廃止に先立ち、専門委員会の委員
構成等の見直しを含めて、廃止による不都合が生じないよう、しかるべき移行措置を当該委員
会で検討することが必要である」とされ、運営体制の移行措置の必要性も合わせて明記されて
いた。このことが記念資料室から史料館への改組の動きへと繋がっていくことになるのである。
この2000年 2 月の組織運営システム改革小委員会による評議会報告と 3 月の報告承認に先
立って、同年 1 月記念資料室の助手であった永田英明によって「東北大学記念資料室のアーカ
イブズとしての整備に関する私案」（以下、アーカイブズ整備私案）が作成される。このアーカ
イブズ整備私案では、運営委員会の廃止後は、文系学部から 2 名、理系学部から 2 名、附置研
究所から 1 名からなる（当時の部局構成は文学部・教育学部・理学部・医学部・金属材料研究
所の各部局から推薦された教官をメンバーとしていた）現在の専門委員会を、全学的な意見集
約の場として改組する必要があることから、専門委員会の構成委員を記念資料室長及び各部局
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（事務局含む）からの推薦者に範囲を広げることとした。一方で少人数の委員会での実質的な議
論形成の有効性も指摘、その工夫として附属図書館（図書館長は記念資料室長を兼務している
ため除く）、総合学術博物館、百年史編纂室からの参画は必須とし、専門委員会の委員には部局
からの推薦以外に、学問上の専門的な見地から委員を加える事が出来るような余地を残してお
くこと、専門委員会の一部の委員に記念資料室の「アドバイザリー・スタッフとなってもらう
よう、特定の肩書を委嘱する44）」ことが案出されている。このアドバイザリー・スタッフの形
態としては、「専門委員会内の「資料委員」のような専門性の高い委員、記念資料室の兼任室員」
などが考えられるとし、後者については九州大学の事例をもとにしていた45）。
またアーカイブズ整備私案では、この整備にあわせ「東北大学記念資料室」という名称につ
いても、変更の可否について検討すべきであると問題提起している。論点の 1 つは「室」から
「館」への変更であった。記念資料室は1963年の発足当初のような附属図書館内の 1 室を間借
りしていた状況とは異なり、1986年以降、片平キャンパス旧附属図書館を改修した記念資料室
本館を拠点としており、施設・人員面で附属図書館から一定程度独立を果たしていたことから、
こうした変化に伴い「室」名称は、実態にそぐわないものとなってきていたこと、また独立部
局である附属図書館や総合学術博物館だけでなく、学部附属施設である理学部自然史標本館や、
文学部阿部次郎記念館なども「館」名称となっていることから、名称の上で並ぶ「館」とすべ
きというものであった。論点の 2 つ目は「記念資料」という名称の問題である。1998年に総合
学術博物館が設置されたことで、機能分担の面で、記念資料名称はあいまいさを残す事、また
長期的整備案として掲げてきた大学歴史博物館・大学文書館的方向性を反映した名称にすべき
ことから「東北大学史料館」「東北大学歴史博物館」などへの名称変更を検討する必要があると
した。
加えて、アーカイブズ整備私案ではスタッフの増員も求めている。当時の記念資料室は室長
1、室員 2（助手 1、事務補佐委員 1）という状況であったが、「この構成で、資料の収集・選
別、整理・仮目録化、適切な保存対策の検討、閲覧申請への対応、展示の企画・実施、正式目
録の編集刊行、広報誌の編集刊行といった業務に対応して行くのは難しい。よって、分業体制
が可能となるように、一定の専門的知識を有する職員を複数配置し、さらに専門員・教務補佐
などがこれをサポートしていく体制を作る必要がある46）」と訴えた。こうした組織名称変更や、
実態の業務に応じた人員配置要求は、「東北大学の在り方に関する検討委員会」で議論されてい
た、記念資料室の運営委員会体制の再検討の流れを逆手にとって、記念資料室組織そのものの
改組をも盛り込んでしまう、というものであった。

4 、情報公開法の動向と記念資料室改組の論理
ややもすると拡大解釈とも取られかねないこの改組案に一定の説得性を持たせたものは、学
内の運営体制の在り方の見直しに加えて、2001年から施行予定となっていた「情報公開法」へ
の対応という文脈であった。
1998年10月20日の評議会決定に基づき、東北大学では「情報公開に関するワーキンググルー
プ」が設置47）、情報公開に関する方針について議論が始まっていたが、1999年 5 月に情報公開
法が制定されると、同ワーキンググループのもとで情報公開法への対応から、公文書を公開す
るための具体的方法が検討され、事務局及び各部局では、現課で所有する公文書のリストアッ
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プ作業が行われていた。アーカイブズ整備私案では、すべてにわたる詳細なリスト作成作業の
負担が転化し、「「事務処理上」不要となった公文書の整理・廃棄が今後積極的に進められてい
く可能性」に繋がることを指摘、情報公開法施行にあわせ、従来保存期間満了後であってもす
ぐに廃棄されず、文書管理部署の書庫等に引き続き保管されていた類の公文書廃棄励行に歯止
めをかける措置として、「事務部局における文書管理・保存のシステムと有機的に連動しながら
もそれとは別の「歴史的価値」という視点に基づいた本学公文書の体系的な選別・収集保存を
恒常的に行う機関」の整備が必要で、その受け皿を記念資料室が担うべきであるとした。
またアーカイブズ整備私案では、「歴史的資料」として所蔵する文書資料は、情報公開法の対
象からはずされる見通しであったことから、移管された公文書の公開は、事務部局の情報公開
業務とすることがなく、文書管理担当業務のスリム化を進めやすくなること、歴史的資料とし
て保存される公文書は評価・選別を前提にすることから、全学の公文書整理が進み事務機構改
革に資すると、そのメリットを説明する。その上で、記念資料室の公文書収集業務を強化する
事項として、具体的に①全学的な文書管理システムの改正、②記念資料室における資料収集・
公開システムの整備・再検討、③受入れ文書の保存・閲覧環境の整備の 3点をあげている。
①については全学的な文書管理規程において、文書の移管や廃棄に関し記念資料室の評価・
選別を経ることを位置づけること、②については評価・選別基準、公開基準を設定すること、
③は収蔵スペースの効率的な運用、独立した閲覧スペースの設置が必要であること、を内容と
しており、これらの機能を記念資料室がもつことで本格的な大学アーカイブズになるとされた。
これらは「情報公開法」への対応を奇禍として、従来記念資料室が長期的整備案として志向
してきた、文書を中心とした歴史的資料の収集・管理を実現可能とする組織への移行計画であっ
た。先にみた記念資料室名称の変更や人員増強要求は、こうした情報公開法施行とアーカイブ
ズ整備を結びつけることで、その必要性の論拠としたのである。
もっとも2000年までの段階で、情報公開に関するワーキンググループには記念資料室の専任
室員がメンバーとして参加してはおらず、当時記念資料室として、学内で情報公開法に関する
議論に直接関われるような状況にはなっていなかった。しかし、同ワーキンググループには、
記念資料室運営員会委員長を務めていた小山貞夫副総長、同運営委員会の幹事であった事務局
総務部長、経理部長、学務部長、施設部長が参画していた。このため、記念資料室での議論は
間接的にではあるが、情報公開に関するワーキンググループにも一定の影響を与えたものと思
われる。
その証左として、2000年 3 月第 6 回情報公開に関するワーキンググループで資料として配布
された「東北大学が保有する行政文書の管理に関する基本事項（案）」では、行政文書の廃棄に
関して「保存期間が満了した行政文書ファイルは、速やかに廃棄するものとする。ただし、事
務局が保有する行政文書ファイルについては、当分の間、本学の記念資料室を経由して廃棄の
手続を行い、本学の歴史的資料価値の評価を受けるものとする48）」と、事務局に係る文書と限
定的ではあったものの、東北大学の文書管理の中に記念資料室が位置づけられている。同ワー
キンググループにおいて記念資料室が議論の中で出てくるのはこれが初発であり、2000年 1 月
以降の記念資料室内のアーカイブズ整備私案を含めた議論の影響がみてとれるのである。
翌2001年 1 月同ワーキンググループによる評議会への最終報告の想定質問と回答でも、「保存
期間が満了した文書は、廃棄するのか」との質問への回答は「原則廃棄です」との答え方で整
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理されているものの、「事務局の行政文書は、東北大学史料館において、歴史的価値の判断を仰
ぐことにしています。史料館で歴史的価値があるとして引き続き保管する文書については、情
報公開法とは別に、将来歴史資料として公開されることがあるかもしれません49）」として記念
資料室改組後の史料館の機能として位置づけられることになる。

5 、東北大学記念資料室から東北大学史料館への改組
2000年 1 月に永田英明助手によってまとめられたアーカイブズ整備私案は、その後記念資料
室長へ報告され、 1 月31日までに記念資料室では、記念資料室運営員会の廃止と記念資料室専
門委員会の再編成に対応した「東北大学記念資料室設置規程・東北大学記念資料室収集規程の
改正骨子案」（以下、規程改正骨子案）を作成し、室長から総長への説明用としてまとめられ
ることになる。この時点で記念資料室の名称変更案は「総合学術博物館との機能分担を明確
にするため、東北大学の歴史資料を対象とした、資料保存・公開施設であることを明示するに
は史料館が適当50）」であるとし、東北大学史料館で統一、英文名称は従来からの「Tohoku51）

University52）Archives」で変更なしとされた。
新専門委員会の委員長は、現行の運営委員会の委員長と同様に、総長の指名する副総長とし、
総長への直属性を確保することとし、構成員は現行運営員会に参画する部局の教授または助教
授（従来は部局長）に加え、総合学術博物館及び百年史編纂室からも委員を出すこと、記念資
料室の助手も研究員として規定し参画させることとした。研究員制度は、実質的な専任室員で
ある助手を、研究員の枠組みで正式に専門委員会に参加できるようにするとともに、私案にあっ
た専門的学識を有する学内教官等をアドバイザリー・スタッフとして委嘱研究員とし、協力を
得やすくするための仕組みを作るためであった。一方で、事務局からの委員をどう規定するか
は検討事項として残された（従来は事務局部長級以上、附属図書館事務部長が幹事の立場で運
営委員会に参加）。
このほか規程改正骨子案では、「東北大学記念資料室史料収集規程」および「東北大学記念資
料室利用規則」の改正は最小限に留めることが打ち出された。これは2001年 4 月の情報公開法
の施行を控え、学内の文書管理規程と歩調を合わせるため、全学的な文書管理体制の検討を待
つ必要があったことに加え、総合学術博物館の収集規程の今後の整備を踏まえ、機能分担を明
確化するためであった。逆にいえば、この両規程の改正棚上げは、先に見た通りこの時期、情
報公開法への対応の議論に記念資料室が関与することに、一定の限界があったことの表れとも
いえよう。また従来、事務局の課長および各部局事務部の長に充てられていた調査員制度につ
いても、検討事項として残された。
2000年 1 月に記念資料室で検討されたアーカイブズ整備私案、及び規程改正骨子案の概要は、
2 月 2 日の記念資料室運営委員会専門委員会に議題としてあげられたが、この時点では運営体
制の変更は大学の公式な決定事項となっていなかったことから、次回の継続審議とされる53）。
その後同年 2 月15日の東北大学の在り方に関する検討委員会同組織運営システム改革小委員会
報告が 3 月の評議会で承認されたことを受け、2000年 5 月15日記念資料室運営委員会が開催さ
れた。ここで小田忠雄記念資料室長より「現在の運営委員会・専門委員会を廃止し、代わりに、
部局長レベルではない全学的構成メンバーからなる新たな委員会を構成し、運営委員会と称す
ることが考えられる」こと、「記念資料室の名称を近年の状況に対応するために、「史料館」と
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して実態に合わせる」ことが説明され、原案は記念資料室専門委員会に付託、東北大学の在り
方に関する検討委員会のチェックを経て、規程改正等を 7 月の評議会までに完了させたい旨が
諮られ了承された54）。

運営委員会決定を受けて、同年 5月29日に開催された運営委員会専門委員会では、「記念資料

表 2、東北大学記念資料室設置規程現行・改正案
東北大学記念資料室設置規程（2000年 4 月段階案） 東北大学史料館設置規程（2000年 5 月段階案）

（設置）
第一条  �東北大学（以下「本学」という。）に、東北大学記念

資料室（以下「記念資料室」という。）を置く。

（設置）
第一条  �東北大学（以下「本学」という。）に、東北大学史料

館（以下「史料館」という。）を置く。
（目的）
第二条  �記念資料室は、本学の歴史に関係ある記念となる資料

を収集し、これを整理保存して、利用に供するととも
に、本学の歴史に関する理解を深め、もつて本学及び
学術の発展に寄与することを目的とする。

（目的）
第二条  �史料館は、本学の歴史に関係ある記念となる資料を収

集し、これを整理保存して、利用に供するとともに、
本学の歴史に関する理解を深め、もって本学及び学術
の発展に寄与することを目的とする。

（職員）
第三条  記念資料室に、室長、副室長及び必要な職員を置く。
　　 2　�室長は、附属図書室長をもつて、副室長は、本学の教

授又は助教授をもつて充てる。
　　 3　�室長は、記念資料室の業務を掌理し、副室長は、室長

を補佐する。
　　 4　�職員は、記念資料室の業務に従事する。

（職員）
第三条  史料館に、館長、研究員及びその他の職員を置く。
　　 2　館長は、附属図書館長をもって充てる。
　　 3　館長は、史料館の業務を掌理する。
　　 4　研究員は、本学の専任の教官をもって充てる。
　　 5　研究員及びその他の職員は、史料館の業務に従事する。

第四条  記念資料室に、専門員及び調査員を置くことができる。
　　 2　�専門員は、記念資料に関する豊富な識見を有する者の

うちから、室長が委嘱する。
　　 3　専門員は、記念資料収集の援助を行う。
　　 4　�調査員は、事務局の各課の長並びに各部局（事務局を

除く。以下同じ。）の事務部及び事務室の長をもつて
充て、室長が委嘱する。

　　 5　�調査員は、事務局及び各部局に関する記念資料の調査
を行う。

（委嘱研究員及び調査員）
第四条  史料館に、委嘱研究員及び調査員を置くことができる。
　　 2　�委嘱研究員は、史料館の業務に関する豊富な識見を有

する者のうちから、総長が委嘱する。
　　 3　�委嘱研究員は、史料館の業務のうち、専門の事項につ

いて調査研究を行う。
　　 4　�調査員は、事務局及び各部局（事務局を除く。以下同

じ。）からの推薦に基づき、館長が委嘱し、事務局及
び各部局に関する資料の調査を行う。

（運営委員会）
第五条  �記念資料室の運営に関する重要事項を審議するため、

本学に、東北大学記念資料室運営委員会（以下「運営
委員会」という。）を置く。

　　 2　�運営委員会は、委員長及び次の各号に掲げる委員をも
つて組織する。

     一　室長
     二　副総長（総長が委員長に指名する副総長を除く。）
     三　各研究科長
     四　各付置研究所長
     五　医学部附属病院長
     六　歯学部附属病院長
     七　農学部附属農場長
     八　東北アジア研究センター長
     九　遺伝生態研究センター長
     十　言語文化部長
     十一　大学教育研究センター長
     十二　留学生センター長
     十三　事務局長

（運営委員会）
第五条  �史料館の運営に関する重要事項を審議するため、本学

に、東北大学史料館運営委員会（以下「運営委員会」
という。）を置く。

　　 2　�運営委員会は、委員長、副委員長及び次の各号に掲げ
る委員をもって組織する。

     一　館長
     二　研究員
     三　各研究科から推薦された教授又は助教授　各一人
     四　�各附置研究所から推薦された教授又は助教授　各一

人
     五　�医学部附属病院から推薦された教授又は助教授　一

人
     六　�歯学部附属病院から推薦された教授又は助教授　一

人
     七　��農学研究科附属農場から推薦された教授又は助教授

一人
     八　�東北アジア研究センターから推薦された教授又は助

教授　一人
     九　�遺伝子生態研究センターから推薦された教授又は助

教授　一人
     十　言語文化部から推薦された教授又は助教授　一人
     十一　�大学教育研究センターから推薦された教授又は助

教授　一人
     十二　�留学生センターから推薦された教授又は助教授　

一人
     十三　�医療技術短期大学部から推薦された教授又は助教

授　一人



東北大学史料館紀要　第13号（2018. 3 ）46

室運営委員会の再編等に伴う規程改正案の骨子」が配布、審議された。
これは 1 月に作成された規程改正骨子案をもとにしたものであったが、従来の規程改正骨子
案からの変更点として、運営委員会での議論を経て、「新専門委員会」としていたものを、「運
営委員会の再編と専門委員会の廃止」というかたちで整理した。また前回 1 月時点では検討事
項であった調査員の扱いを「事務局各課長および各部局の事務部（室）長に委嘱していたのを
あらため、事務局および各部局からの推薦者に委嘱することとする」と明記し、運営委員会へ
の事務方の参加については、「事務局からの委員選出は行わない。幹事制度を廃止し、附属図書
館事務部長を委員とする」こととした。このほか新たに設けられた内容として、委員に医療技
術短期大学部からも運営委員を出す、委員の任期条項への言及（ 2年再任可）、空文となってい
る副室長制、専門委員制の廃止が盛り込まれていた55）。
専門委員会では、運営委員を出す部局として医学部附属病院、歯学部附属病院を入れるべき
か否か、調査員の位置づけの明確化について意見が出された。両附属病院の教授、助教授は実
態として医学部、歯学部と兼任しているため、結果的に医学部、歯学部から 2 名ずつ委員を出
すことになってしまうというものであり、選出委員の資格を講師以上としてはどうか、との案
も出された。調査員については各部局からの推薦ということでは、部局長からの推薦なのか、
部局事務からの推薦なのかが不明確という意見であり、各部局「事務部」からの推薦に基づく

     十四　�総合学術博物館から推薦された教授又は助教授　
一人

     十五　百年史編纂室長
     十六　附属図書館事務部長

　　 3　�委員長は、総長が指名する副総長をもつて充て、会務
を総理する。

　　 3　委員長は、総長が指名する副総長をもって充てる。
　　 4　委員長は、会務を総理する。
　　 5　�運営委員会は、必要があると認めるときは、構成員以

外の者を出席させて説明又は意見を聴くことができ
る。

（専門員会）
第六条  �専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、

運営委員会に専門委員会を置くことができる。
　　 2　専門委員会は、専門委員若干人をもつて組織する。
　　 3　�専門委員会は、本学の教授又は助教授のうちから、総

長が委嘱する。
　　 4　�専門委員会に委員長を置き、専門委員の互選によつて

定める。

（委嘱）
第六条  �第五条第二項第三号から第十三号に掲げる委員は、総

長が委嘱する。

（幹事）
第七条  �運営委員会に幹事を置き、総務部長、研究協力部長、

経理部長、学務部長、施設部長、企画調整官、副室長
及び附属図書館事務部長をもつて充てる。

（任期）
第七条  �第五条第二項第三号から第十三号に掲げる委員の任期

は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任
者の残任期間とする。

　　 2　前項の委員は、再任されることができる。
（管理）
第八条  �記念資料室の管理は、当分の間、附属図書館において

行う。

（事務）
第八条  �史料館の事務は、当分の間、附属図書館事務部におい

て処理する。
（雑則）
第九条  �この規定に定めるもののほか、記念資料室に関し必要

な事項は、別に定める。

（雑則）
第九条  �この規定に定めるもののほか、史料館に関し必要な事

項は、別に定める。

附則
　 1　この規程は、平成　年　月　日から施行する。
　 2　�この規程の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第

七条第一項本文の規定にかかわらず、平成十四年三月
三十一日までとする。

　 3　�東北大学記念資料室設置規程（昭和三十八年規第六十
号）は、廃止する。

出典：『東北大学記念資料室運営委員会専門委員会書類』東北大学史料館所蔵
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と明記するのはどうか、との案が出された56）。
このため、同年 6 月 5 日専門委員会が追加開催され、新運営委員会の委員構成から両附属病
院を除くこと、調査員は事務局及び各部局の事務部又は事務室からの推薦と明記することの一
部見直しについて、永田室員から説明があり了承された。また小田忠雄委員長からは「本原案
の「委員長は、総長の指名する副総長をもって充てる」の箇所については、東北大学の在り方
に関する検討委員会での審議内容とも関連するので、委員長に一任願いたい57）」との発言がな
された。以後記念資料室の改組案件は、東北大学の在り方に関する検討委員会継続事項部会の
点検を受けることになる58）。
当時、東北大学の在り方に関する検討委員会は、2000年度に入って新たに評議会から付託さ
れた事項に関して検討を進めていたが、その中で記念資料室に関わる事項は、総長補佐体制の
強化、及び委員会の見直しについてであった。総長補佐体制の強化については同年 7 月に検討
結果が評議会に報告されているが、ここでは2000年時点で 2 名体制であった副総長を 4 名に増
員し、総務企画担当、学務担当、全学教育担当、研究担当に分けて分掌することが提案されて
いた。このうち研究担当副総長は、当面は学内措置で総長特別補佐を充て、図書館長の指定職
を振り替える措置を取る予算措置で増員することとし、附属図書館長を兼ねることになってい
た59）。そして同報告の「総長、副総長が関係する委員会一覧」では研究担当副総長は史料館運
営委員会（仮称）の委員長を担うとされた60）。また附属図書館長の任務を補佐するため副総長
補佐級として副図書館長が置かれるものとなった。
続いて東北大学の在り方に関する検討委員会は、全学委員会の見直しについて2000年10月17
日に検討結果をまとめ、記念資料室については以下のように評議会に報告された。「記念資料室
を史料館に名称変更し、史料館の運営について定める。史料館の館長・副館長は附属図書館の
館長・副館長とする。運営委員会の構成を研究科長等から各研究科の教授等に改める。10月評
議会で本報告の承認が得られたら同じ評議会で史料館設置規程を制定し図書館長の交代日であ
る本年12月 1 日より施行する61）。」
2000年に東北大学の在り方に関する検討委員会から評議会に報告されたこの 2 つの検討結果
をみて分かる通り、新たに設置される史料館において、委員長は副総長級の総長特別補佐が担
うこととされていた。委員会メンバーについては、部局長から各研究科の教授等に改められた
ものの、総長特別補佐は附属図書館長兼務であり、附属図書館長は史料館長兼務であったため、
実態において記念資料室から史料館への改組に当たり、従来の専門委員会委員長と運営委員会
委員長が接合されるかたちとなり、新運営委員会体制の副総長級への直属性は担保されたとい
えよう。
このように、東北大学史料館への改組は、情報公開法への対応を一定の論拠としながらも、
学内的には情報公開に関する議論よりも、むしろ総長の補佐体制の整備や、全学委員会の見直
しといった全学的な運営体制の再検討の議論に位置づけることで成立したものであった。この
ため保存期間満了後の文書移管や公開制限に直接係る収集規程、利用規程の整備は棚上げとし
たうえで進められ、記念資料室から史料館改組時の設置規程変更点は、名称変更のほかには、
運営委員会条項とそれに参画するための委嘱研究員及び調査員条項の整備が中心となり、全学
的な文書資料の収集・保存・利用を軸とする文書館機能の実質化は、史料館改組そのものとは
同時に行われず、改組後の動きを待つことになるのである。
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表 3、東北大学史料館設置規程
東北大学史料館設置規程（2000年 6 月段階案） 東北大学史料館設置規程（2000年10月制定）

（設置）
第一条　�東北大学（以下「本学」という。）に、東北大学史料

館（以下「史料館」という。）
（目的）
第二条　�史料館は、本学の歴史に関係ある記念となる資料を収

集し、これを整理保存して、利用に供するとともに、
本学の歴史に関する理解を深め、もって本学及び学術
の発展に寄与することを目的とする。

（職員）
第三条　�史料館に、館長、研究員及びその他の職員を置く。
　　 2　�館長は、附属図書館長をもって充てる。
　　 3　�館長は、史料館の業務を掌理する。
　　 4　�研究員は、本学の専任の教官をもって充てる。
　　 5　�研究員及びその他の職員は、史料館の業務に従事する。

（設置）
第一条　�東北大学（以下「本学」という。）に、東北大学史料

館（以下「史料館」という。）
（目的）
第二条　�史料館は、本学の歴史に関係ある記念となる資料を収

集し、これを整理保存して、利用に供するとともに、
本学の歴史に関する理解を深め、もって本学及び学術
の発展に寄与することを目的とする。

（職員）
第三条　�史料館に、館長、副館長、研究員及びその他の職員を

置く。
　　 2　�館長は、附属図書館長をもって充てる。
　　 3　�館長は、史料館の業務を掌理する。
　　 4　�副館長は、附属図書館副館長をもって充てる。
　　 5　�副館長は、館長を補佐する。
　　 6　�研究員は、本学の専任の教官をもって充てる。
　　 7　�研究員及びその他の職員は、史料館の業務に従事する。

（委嘱研究員及び調査員）
第四条　�史料館に、委嘱研究員及び調査員を置くことができる。
　　 2　�委嘱研究員は、史料館の業務に関する豊富な識見を有

する者のうちから、総長が委嘱する。
　　 3　�委嘱研究員は、史料館の業務のうち、専門の事項につ

いて調査研究を行う。
　　 4　�調査員は、事務局及び各部局（事務局を除く。以下同

じ。）の事務部又は事務室からの推薦に基づき、館長
が委嘱し、事務局及び各部局に関する資料の調査を行
う。

（委嘱研究員及び調査員）
第四条　�史料館に、委嘱研究員及び調査員を置くことができる。
　　 2　�委嘱研究員は、史料館の業務に関する豊富な識見を有

する者のうちから、総長が委嘱する。
　　 3　�委嘱研究員は、史料館の業務のうち、専門の事項につ

いて調査研究を行う。
　　 4　�調査員は、事務局及び各部局（事務局を除く。以下同

じ。）の事務部又は事務室からの推薦に基づき、館長
が委嘱し、事務局及び各部局に関する資料の調査を行
う。

（運営委員会）
第五条　�史料館の運営に関する重要事項を審議するため、本学

に、東北大学史料館運営委員会（以下「運営委員会」
という。）を置く。

　　 2　�運営委員会は、委員長及び次の各号に掲げる委員を
もって組織する。

　　　一　館長
　　　二　研究員
　　　三　各研究科から推薦された教授又は助教授　各一人
　　　四　�各附置研究所から推薦された教授又は助教授　各一

人
　　　五　�東北アジア研究センターから推薦された教授又は助

教授　一人
　　　六　�遺伝子生態研究センターから推薦された教授又は助

教授　一人
　　　七　言語文化部から推薦された教授又は助教授　一人
　　　八　�大学教育研究センターから推薦された教授又は助教

授　一人
　　　九　�留学生センターから推薦された教授又は助教授　一

人
　　　十　�医療技術短期大学部から推薦された教授又は助教授

一人
　　　十一　�総合学術博物館から推薦された教授又は助教授　

一人
　　　十二　百年史編纂室長
　　　十三　附属図書館事務部長
　　 3　�委員長は、総長が指名する副総長をもって充てる。
　　 4　�委員長は、会務を総理する。
　　 5　�運営委員会は、必要があると認めるときは、構成員以

外の者を出席させて説明又は意見を聴くことができ
る。

（運営委員会）
第五条　�史料館の運営に関する重要事項を審議するため、本学

に、東北大学史料館運営委員会（以下「運営委員会」
という。）を置く。

　　 2　�運営委員会は、委員長、副委員長及び次の各号に掲げ
る委員をもって組織する。

　　　一　各研究科の教授又は助教授　各一人
　　　二　各附置研究所の教授又は助教授　各一人
　　　三　言語文化部の教授又は助教授　一人
　　　四　留学生センターの教授又は助教授　一人
　　　五　大学教育研究センターの教授又は助教授　一人
　　　六　東北アジア研究センターの教授又は助教授　一人
　　　七　総合学術博物館の教授又は助教授　一人
　　　八　遺伝生態研究センターの教授又は助教授　一人
　　　九　百年史編さん室長
　　　十　医療技術短期大学部の教授又は助教授　一人
　　　十一　研究員
　　　十二　附属図書館事務部長
　　 3　�委員長は、館長をもって充てる。
　　 4　�委員長は、運営委員会の会務を総理する。
　　 5　�副委員長は、副館長をもって充てる。
　　 6　�副委員長は、委員長を補佐する。
　　 7　�運営委員会は、必要があると認めるときは、構成員以

外の者を出席させて説明又は意見を聞くことができ
る。

（委嘱）
第六条　�第五条第二項第三号から第十三号までに掲げる委員

は、総長が委嘱する。

（委嘱）
第六条　�第五条第二項第一号から第八号まで及び第十号に掲げ

る委員は、総長が委嘱する。
（任期）
第七条　�第五条第二項第三号から第十三号に掲げる委員の任期

は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任
者の残任期間とする。

　　 2　�前項の委員は、再任されることができる。

（任期）
第七条　�第五条第二項第一号から第八号まで及び第十号に掲げ

る委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の
任期は、前任者の残任期間とする。

　　 2　�前項の委員は、再任されることができる。
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おわりに
従来、国立大学における大学アーカイブズの設立や展開においては、情報公開法の画期性が
提示されてきた。東北大学も例外ではなく、記念資料室から史料館へ改組した時期が2000年12
月だったこともあり、2001年 4 月に施行された情報公開法の影響を強く受けたものとして、京
都大学大学文書館などの事例とともに先行研究では位置づけられるきらいがあった。しかし、
本稿で明らかにしたように、東北大学史料館への改組は、記念資料室内の長期的整備案の中
で1996年頃より議論されてきた公文書館的な役割の方向性と、1998年評議会の下に設置された
「東北大学の在り方に関する検討委員会」における東北大学の運営体制、とりわけ全学委員会の
再検討の議論が相互に結び付きあう形で実現したものであった。
このうち記念資料室内の上記議論は、1990年代前半からの東北大学百年史編纂の具体化を背
景としたものであった。1980年代後半における記念資料室が、教官データベース作成計画をも
とに、学術史の情報センター的役割を担うことを構想していたように、記念資料室の収集方針
の方向性は1980年代から90年代を通じて一貫していたわけではなかった。利用方法と公開範囲
のコンセンサスが取れず、教官データベース作成計画が頓挫していく一方、学内で検討されて
いった百年史編纂構想の実現のためには、学術史資料よりも、公文書資料が重視されたことで、
公文書の収集・保存・利用の促進機能が記念資料室に求められていったのである。加えて、編
纂そのものを担わない記念資料室の位置づけを、百年史編纂との関係において明確化する上で
も、記念資料室は公文書館的な役割の方向性を打ち出す必要があった。東京大学など他大学で
は1980年代後半から1990年代にかけ、大学史編纂事業が終了する中で、ポスト大学史編纂組織
の在り方が模索されていったが、東北大学においては大学史編纂事業が立ちあがることで、既
に設置されていた記念資料室の位置づけが問い直されるという流れを取ることになったのであ
る。このほか、記念資料室の位置づけは、1998年に東北大学総合学術博物館が設置されたこと
も影響を与えた。総合学術博物館が出来たことで、収集資料のすみ分けが求められるようにな
り、公文書を収集の柱とすることへの傾斜が強まったといえる。
また東北大学の研究教育、組織運営の在り方について広範に見直しが議論された「東北大学
の在り方に関する検討委員会」は、東北大学における独自の改革ということ以上に、文部大臣
の諮問機関である大学審議会が1998年10月に答申した「21世紀の大学像と今後の改革方策につ
いて－競争的環境の中で個性が輝く大学－」への対応という性格が強いものであった。もっと

（事務）
第八条　�史料館の事務は、当分の間、附属図書館事務部におい

て処理する。

（事務）
第八条　�史料館の事務は、当分の間、附属図書館事務部におい

て処理する。
（雑則）
第九条　�この規定に定めるもののほか、史料館に関し必要な事

項は、別に定める。

（雑則）
第九条　�この規定に定めるもののほか、史料館に関し必要な事

項は、別に定める。
附則
　　 1　�この規程は、平成　年　月　日から施行する。
　　 2　�この規程の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第

七条第一項本文の規定にかかわらず、平成十四年三月
三十一日までとする。

　　 3　�東北大学記念資料室設置規程（昭和三十八年規第六十
号）は、廃止する。

附則
　　 1　�この規程は、平成十二年十二月一日から施行する。
　　 2　�この規程の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第

七条第一項本文の規定にかかわらず、平成十四年三月
三十一日までとする。

　　 3　�東北大学記念資料室設置規程（昭和三十八年規第六十
号）は、廃止する。

出典：『史料館への改組関係』東北大学史料館所蔵
※下線部は前段階案からの変更点
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も「東北大学の在り方に関する検討委員会」は最終的に2002年まで存続したことから、後の東
北大学の法人化の過程においても、一定の役割を果たしていくことになる62）。この「東北大学
の在り方に関する検討委員会」の議論を反映した形での、記念資料室運営体制の再編は、情報
公開法に加えて、国立大学の法人化問題の大学アーカイブズへの影響という文脈において位置
づけ可能であろう。情報公開法の影響は、史料館改組の論拠としては用いられたものの、情報
公開に関するワーキンググループには、記念資料室が直接関与することがなかったこともあり、
2000年12月に行われた史料館への改組段階においては、情報公開法と史料館との関係が規程に
おいて整備されることは先送りとなった。その意味において、史料館への改組は、国立大学の
法人化問題も視野に入れた、東北大学における組織運営の在り方の模索の産物であったともい
える。
このように、東北大学における大学アーカイブズ改組の動きは、百年史編纂という全学的事
業の立ち上げ、総合学術博物館設置という新たな他部局の存在、国の大学改革の方向性に対応
した組織運営の見直しなど、情報公開法に留まらない多様な要素をもとに成立したのである。

――
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